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「中国輸出管理法白書」の公表と外国制裁措置

の遵守に対する姿勢 

 

2021年 12月 29日、中国商務部（以下「商務部」）は、初めての「中国輸

出管理法白書」（以下「白書」）を公表した1。併せて、輸出管理に係る

「よくある質問（FAQs）」や具体的事例、トレーニング用動画などの「中

国輸出管理情報」ウェブサイトも立ち上げた。 

白書は、差別的・一方的な輸出管理の濫用と「多国間主義の名の下における

少数国による輸出管理サークルの構築」に対する批判を強調している。ま

た、白書は多国間の輸出管理レジームを支持する立場を改めて表明し、米国

と同様の一方的な輸出管理の拡大の方針はとらない可能性も示唆する。 

しかしながら、多国間の輸出管理レジームの下では通常輸出管理の対象とな

らない技術（例：AI、チップの設計、バイオ技術等）をも対象とする伝統的

な中国の輸出入管理レジームについては、白書には明記されていない。この

レジームは新たな中国輸出管理法の外に並立し、特にテクノロジー企業など

のグローバル企業にとって、中国輸出管理法と比較して、より広範な予期し

ない結果をもたらしている。 

また、一方的な輸出管理措置への批判にも関わらず、新しい商務部のウェブ

サイトにおいては、特に米国と EUの輸出管理及び制裁レジームの遵守に大

きな重点を置いたオンライン資料が提供されているのが興味深い点である。

そこでは、中国語によるトレーニング用動画が公開されている。 

輸出管理のベストプラクティスを示す一つのケーススタディでは、企業（グ

ローバルに活動する中国企業を指すと見られる）は、自らの輸出コンプライ

アンス方針を策定する際、米国及び EUを含む全ての管轄における輸出管理

及び制裁リスクの検討を、品目や取引先のスクリーニングを含む全てのプロ

セスに含めるべきとされている。もちろん、こうした全ての管轄の中で、中

国に最上位の優先順位が与えられるべきとされている。 

これらの事実は、反外国制裁法2における「ブロッキング条項」にも関わら

ず、中国政府は、個別の企業による外国の輸出管理措置・制裁措置の遵守に

対し、より実際的なアプローチをとる可能性があることを示している。この

観点からは、中国以外の輸出管理措置や制裁措置の遵守は、禁止されるどこ

ろか、一定の範囲では奨励さえされていると言える。中国による対抗措置

は、中国に対する、差別的で正当化され得ない域外適用となる外国の措置、

                                                      
1 中国輸出管理法に関する弊所の過去のクライアントアラートは、以下を参照。 
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例えば特定の中国企業に対する制裁措置、を対象としている可能性が高い。

対照的に、外国に対する米国及び EUの制裁措置が中国企業に損害を与えな

い場合には、当該制裁措置の遵守は中国にとって許容可能と考えられる。 

***** 

中国輸出管理法に関する質問や、さらに詳しい情報が必要な場合は、本アラ

ートのお問合せ先の専門家まで、お気軽にお問い合わせください。 


